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○岐阜経済大学学則 
 

（制定昭和４２年１月２３日） 

 
第１章 総則  

第１条 本学は教育基本法及び学校教育法に従い、広く知識を授けるとともに、深く専門

の学芸を教授研究し、有為の人材を養成することを目的とする。  

第１条の２  本学を、岐阜県大垣市北方町５丁目５０番地に置く。 

第２条 本学に以下の目的をもつ学部及び学科を置く。  
経済学部 
経済学科 
 経済学の系統的、体系的な学習を通じて、広い視野から世界の動きを見通

す力と応用力・思考力を備えた、社会で指導的役割を果たす人材の養成を

目的とする。  
    臨床福祉コミュニティ学科  
     質の高い生活が送れるコミュニティを創造するために、福祉の専門知識や

技術並びに介護実践の専門的な臨床技術・知識を身につけた人材の養成を

目的とする。 
     

経営学部 
情報メディア学科 
 経営効率化のために情報技術を活用できる人材、広告宣伝のメディアのコ

ンテンツ制作にデジタル編集技術とデザイン技法を駆使できる人材の養

成を目的とする。 
スポーツ経営学科 
 経営学の諸分野とスポーツ科学を複合的に学び、２１世紀のスポーツ・教

育・健康関連事業の発展に資することのできる人材の養成を目的とする。 
 

２ 本学に大学院を置く。大学院学則は、これを別に定める。  
３ 本学に留学生別科を置く。留学生別科に関する規程は、これを別に定める。  

第３条 本学学部の定員は次の通りとする。  
  学 部  学 科  入学定員  収容定員  
 経済学部  経済学科  100名  400名  
  臨床福祉コミュニティ学科   40名    160名  
経営学部 情報メディア学科 60名  240名  

  スポーツ経営学科 150名 600名 
第４条 本学学部の修業年限は４年とし、８年をこえて在学することはできない。  
第５条 前条に定める期間在学し、所定の科目を履修してその単位を修得した者に対し、
学部長は教授会の議を経て卒業を認定する。  

２ 学長は前項により卒業の認定を受けた者に対し、次の学位を授与する。  
  卒業学部  学 科  学 位  
  経済学部  経済学科  学士（経済学）  
  臨床福祉コミュニティ学科 学士（社会学）  
  経営学部  情報メディア学科 学士（経営学）  
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  スポーツ経営学科 学士（スポーツ経営学） 
第６条 本学に事務局並びに学生支援部を置く。  
第７条 本学に附属施設として図書館を置く。  
２ 本学は前項のほか、附属の研究所を置くことができる。  
 
第２章 通則  

（学年、学期、休業日）  
第８条 学年は４月１日に始まり翌年３月３１日に終る。  
第９条 学年を次の２学期に分ける。  
前期 ４月 １ 日より９月２０日まで  
後期 ９月２１日より翌年３月３１日まで 

第 10条 休業日は次の通りとする。  
「国民の祝日に関する法律」に規定する休日及び日曜日  
開学記念日 ５月４日  
春期休業 ３月２０日より３月３１日まで  
夏期休業 ８月 １日より９月２０日まで  
冬期休業 １２月２３日より翌年１月５日まで  
２ 前項の休業日は事情により変更することができる。  
３ 臨時の休業日については学長が定めることができる。  

（入学、退学、再入学、休学、復学、転・編入学）  
第 11 条 入学は毎学年の始めとする。  
第 12 条 次の各号の一に該当する者は、学部第１年次に入学することができる。  
（１）高等学校を卒業した者  
（２）通常の課程による１２年の学校教育を修了した者（通常の課程以外の課程によりこ

れに相当する学校教育を修了した者を含む。）  
（３）外国における学校教育による１２年の課程を修了した者、又はこれに準ずるもので

文部科学大臣の指定した者  
（４）文部科学大臣が高等学校の課程に相当する課程を有するものとして指定した在外教

育施設の当該課程を修了した者  
（５）文部科学大臣の指定した者  
（６）高等学校卒業程度認定試験規則により文部科学大臣の行う高等学校卒業程度認定

試験に合格した者 
第 13 条 本学に入学を志願する者は、所定の手続により願い出なければならない。  
第 14 条 入学選考に合格した者は、入学のために所定の手続をとらなければならない。  
第 15 条 次の各号の一に該当する者が転・編入学を願い出たときは、選考のうえ、第２年
次又は第３年次にこれを許可することがある。 

（１）大学の第１年次又は第２年次を修了した者  
（２）短期大学、高等専門学校を卒業した者  
（３）その他文部科学大臣が編入学の資格を認める教育機関を卒業した者  
第 16 条 他の大学へ転学を希望する者は、所定の手続をとらなければならない。  
第 17 条 本学第１年次又は第２年次を修了した学生が、他学部へ転学部又は他学科へ転
学科を願い出たときは、選考のうえ、これを許可することがある。  

第 17 条の 2 他の大学又は短期大学等で学修することを希望する者は、学長の許可を得て留
学することができる。  



 Ⅰ－43 
 

第 18 条 病気又はその他の事由により３カ月をこえて修学を中止しようとするときは、学
長の許可を得てその学期又は学年間休学することができる。ただし、事情により更に１

年以内これを延長することができる。  
２ 休学期間は、所定の在学期間に算入しない。  
３ 休学期間は、通算４年をこえることができない。  

第 19 条 休学の事由が消滅して復学しようとするときは、所定の手続により願い出なけれ
ばならない。  

第 20 条 病気又はその他の事由により退学しようとするときは保証人と連署して願い出る
ものとする。  

第 21 条 退学した者が再入学を願い出たときは、審議のうえ、該当年次に入学を許可する
ことがある。  

（学費） 
第 22 条 学生は授業料その他所定の学費並びに必要に応じて学費以外の納付金及び手数料
を納入しなければならない。  
２ 前項の学費の種類及び金額については別表第１の通りとし、学費以外の納付金及び手
数料については別に定めるものとする。  
３ 休学者の学費は免除する。ただし、その休学期間にあっては、別に定める在籍料を納
入しなければならない。  
４ 所定の学費を所定の期日までに納めない者は除籍する。  

（懲戒）  
第 23 条 学生が学則に反し、その他学生の本分にもとる行為があったとき、学長は教授会
の議を経て、その軽重により次の懲戒を行う。  

（１）謹慎  
（２）停学  
（３）退学  
第 24 条 学生が次の各号の一に該当するときは、学長はこれに退学を命ずる。  
（１）素行不良で改悛の見込がない者  
（２）学業を怠り成業の見込がない者  
（３）正当な理由なくして出席常ならぬ者  
（４）その他学生の本分にもとる行為があった者  
 
第３章 教育課程、履修方法、試験  

第 25 条 削除  
第 26 条 本学学部学科の授業科目及び単位数は別表第３の通りとする。  
第 27 条 各学部学科において卒業の認定を受けようとする者は、別表第３にもとづき所定
の授業科目及び単位数を修得しなければならない。  

第 27 条の 2 本学は、教育上有益と認めるときは、本学が定めるところにより学生が他の大
学又は短期大学において履修した授業科目について修得した単位を、60単位を超えない
範囲で本学における授業科目の履修により修得したものとみなすことができる。 

第 27 条の 3 本学は、教育上有益と認めるときは、新たに本学第１年次に入学した者が入学
前に大学又は短期大学において履修した授業科目について修得した単位（科目等履修生

として修得した単位を含む。）を、本学における授業科目の履修により修得したものとみ

なすことができる。 但し、介護福祉士課程における介護福祉士の受験資格を得るための
授業科目については、これを認めない。 
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２ 本学は、教育上有益と認めるときは、学生が入学する前又は入学後に行った短期大学
又は高等専門学校の専攻科における学修その他文部科学大臣が別に定める学修を、本学に

おける授業科目の履修とみなし、単位を与えることができる。  
３ 前第１項及び第２項により修得したものとみなし、又は与えることができる単位数は、
第 27条の２第１項及び第２項により修得したものとみなす単位数と合わせて 60単位を超
えないものとする。  
４ 本学に転・編入した者に与えることのできる単位数については別に定める。  

第 28 条 教育職員免許状を得ようとする者のために「教職課程科目」として、別表第４に
掲げる授業科目を置く。  

第 28 条の 2 社会福祉士の受験資格を得ようとする者のために社会福祉士課程を設け、別表
第５に掲げる授業科目を置く。  

第 28 条の 3 介護福祉士受験資格を得ようとする者のために、介護福祉士課程を設け、別表
第 6に掲げる授業科目を置く。 

第28条の4 経済学部経済学科に、企業人育成課程を設け、別表7に掲げる授業科目を置く。 
第 29 条 本学学部学科において教育職員免許法第５条及び同法施行規則に基づき所定の単
位を修得した者は次の教科の教育職員免許状を取得することができる。  

（１）経済学部経済学科  
「社会」中学校教諭一種免許状  
「地理歴史」高等学校教諭一種免許状  
「公民」高等学校教諭一種免許状  
「商業」高等学校教諭一種免許状  

（２）経済学部臨床福祉コミュニティ学科 
  「社会」中学校教諭一種免許状  

「公民」高等学校教諭一種免許状  
「福祉」高等学校教諭一種免許状  

（３）経営学部情報メディア学科 
「商業」高等学校教諭一種免許状  
「情報」高等学校教諭一種免許状  

（４）経営学部スポーツ経営学科  
「商業」高等学校教諭一種免許状  
「保健体育」中学校教諭一種免許状  
「保健体育」高等学校教諭一種免許状  

第 30 条 各授業科目の単位数は、１単位の授業科目を 45時間の学修を必要とする内容をも
って構成することを標準とし、授業の方法に応じ、当該授業による教育効果、授業時間

外に必要な学修等を考慮して、次の基準により単位数を計算するものとする。  
（１）講義及び演習については、15 時間から 30 時間までの範囲で当該教授会が定める時
間の授業をもって１単位とする。  

（２）実験、実習及び実技については、30 時間から 45 時間までの範囲で当該教授会が定
める時間の授業をもって１単位とする。  

（３）一の授業科目について、講義、演習、実験、実習又は実技のうち二以上の方法の併

用により行なう場合については、その組み合わせに応じ、前二号に規定する基準を考慮

して、当該教授会が定める時間の授業をもって１単位とする。 
２ 前項の規定にかかわらず、卒業論文、卒業研究卒業制作等の授業科目については、こ
れらの学修の成果を評価して単位を授与することが適切であると認められる場合には、当
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該教授会が単位数を定めることができる。  
第 31 条 削除  
第 32 条 授業科目を履修した者にたいしては試験を行う。  
第 33 条 試験の判定は「ＡＡ」「Ａ」「Ｂ」「Ｃ」「Ｄ」とし、Ｃ以上をもって合格とする。  
２ 試験に合格した者にはその授業科目所定の単位を与える。  

第34条 学生が正当な理由で受験できない場合は、願い出により追試験を行うことがある。  
 
第４章 外国人留学生、委託生、科目等履修生、聴講生、特別科目等履修生及び短期留 
   学生  

第 35条 第 12条に定める入学資格を有する外国人で大学において教育を受ける目的をもっ
て入国し、本学に入学を志願する者については、選考のうえ、外国人留学生として入学

を許可するものとする。  
第 36 条 他の大学、公共機関又は法人等から委託生として推薦された者については、選考
のうえ、これを受託するものとする。  

第 37 条 授業科目の一部について履修を希望する者については、選考のうえ、科目等履修
生として許可するものとする。  
２ 授業科目の一部について聴講のみを希望する（単位取得を希望しない）者については、
選考のうえ、聴講生として許可するものとする。  
３ 他の大学又は短期大学等との単位互換協定に基づき、授業科目の一部について履修を
希望する者には、特別科目等履修生として許可するものとする。  

第 38 条 他の大学又は短期大学等の学生が本学に留学を希望する者については、選考のう
え、短期留学生として許可するものとする。  

第 39 条 外国人留学生には、本学則を適用する。  
２ 委託生、科目等履修生、聴講生、特別科目等履修生及び短期留学生には、第４条、第
５条、第 27条から第 27条の３を除き、本学則を準用する。  

 
第５章 職員組織  

第 40 条 本学に次の職員を置く。  
学長 教授 准教授 講師 助教 助手 事務局長 事務職員 スポーツ指導職員 技術職員 用
務員  

第 41 条 各学部に学部長、学生支援部に教務部長、学生部長及びキャリア支援部長、図書
館に図書館長を置く。  

 
第６章 教授会、大学協議会  

第 42 条 各学部に教授会を置く。  
２ 教授会は、その学部に所属する専任の教授、准教授、講師及び助教をもって組織する。  

 ３ 教授会には学部長が必要と認めたときは、所属学部以外の職員を出席させることがで

きる。  

４ 教授会は次の事項を審議する。  
（１）教員の人事に関する事項  
（２）学部長の選挙に関する事項  
（３）研究及び教授に関する事項  
（４）教育課程の編成、履修の方法及び試験に関する事項  
（５）学業評価に関する事項 
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（６）学生の入学、退学、再入学、休学、復学、転・編入学及び卒業に関する事項  
（７）学生の厚生補導に関する事項  
（８）学部内諸規程の制定・改廃に関する事項  
（９）その他学部の運営に必要な事項  

第 43 条 学長、学部長又は教授会が、各学部に共通する重要事項について協議する必要を
認めたときは、合同会議を開くことができる。  

第 44 条 本学に大学協議会を置く。  
２ 大学協議会は、学長、学部長、教務部長、学生部長、キャリア支援部長、図書館長及
び事務局長をもって組織する。  
３ 大学協議会は次の事項を審議する。  
（１）学長の選考に関する事項  
（２）学則の改正及び学内諸規程の制定・改廃に関する事項  
（３）学部、学科、大学院、その他施設の設置、廃止に関する事項  
（４）学部、大学院、その他学内諸機関の連絡、調整に関する事項  
（５）教員人事の基準に関する事項  
（６）研究及び教育の条件に関する事項  
（７）大学の予算に関する事項  
（８）その他大学運営に必要な事項  
附 則  
この学則は、昭和４２年４月１日から施行する。  
附 則  
この学則は、昭和４３年４月１日から実施する。  
附 則  
この学則は、昭和４４年４月１日から実施する。  
附 則  
この学則は、昭和４６年４月１日から実施する。ただし、経済学部第一部経済学科に

おいて昭和４６年度の卒業予定年次に在学する者については、従前の学則を適用するも

のとする。  

附 則  
この学則は、昭和４７年４月１日から実施する。  
附 則  
この学則は、昭和５１年４月１日から実施する。  
附 則  
この学則は、昭和５４年４月１日から実施する。ただし、昭和５４年度の卒業予定年

次に在学する者については、従前の学則を適用するものとする。  
附 則  
この学則は、昭和５５年４月１日から実施する。  
附 則  
この学則は、昭和５７年４月１日から実施する。  
附 則  
１ この学則は、昭和５８年４月１日から実施する。  
２ 学則第３条に定める経済学部第二部経済学科（入学定員１００名）の学生募集を
停止する。  

附 則  
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この学則は、昭和５９年４月１日から実施する。  
附 則  
この学則は、昭和６０年４月１日から実施する。  
附 則  
１ この学則は、昭和６１年４月１日から実施する。  
２ 昭和６０年度以前の入学生にあっては、従前の学則を適用するものとする。  
附 則  
この学則は、昭和６２年４月１日から実施する。  
附 則  
この学則は、昭和６３年４月１日から実施する。  
附 則  
この学則は、平成２年４月１日から実施する。ただし、平成元年度以前の入学者につ

いては従前の学則を適用するものとする。  
附 則  
この学則は、平成３年４月１日から実施する。ただし、第 28 条及び第 29 条につい
ては、平成２年度入学者から適用するものとする。  
２ 学則第３条の規定にかかわらず、平成３年度から平成１１年度までの間、経済学
部産業経営学科の入学定員は次のとおりとする。  
経済学部産業経営学科 ２５０名  

附 則  
この学則は、平成３年７月１日から実施する。  
附 則  
この学則は、平成４年４月１日から実施する。  
附 則  
１ この学則は、平成６年４月１日から実施する。ただし、平成５年度以前の入学者
については、従前の学則を適用するものとする。  
２ 学則第３条の規定にかかわらず、平成６年度から平成１１年度までの間、経営学
部産業経営学科の入学定員を２５０名とする。  

附 則  
この学則は、平成９年４月１日から実施する。ただし、平成８年度以前の入学者につ

いては、従前の学則を適用するものとする。  

附 則  
この学則は、平成１０年４月１日から実施する。  
附 則 
この学則は、平成１１年４月１日から実施する。ただし、平成１０年度以前の入学者

については従前の学則を適用するものとする。  
附 則  
１ この学則は、平成１２年４月１日から実施する。  
２ 学則第３条の規定にかかわらず、平成１２年度から平成１６年度までの間、経営
学部産業経営学科の入学定員を２００名とする。  

附 則  
１ この学則は平成１３年４月１日から実施する。ただし、平成１２年度以前の入学
者については、従前の学則を適用するものとする。  
２ 学則第３条の規定にかかわらず、平成１３年度から平成１６年度までの間、経営
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学部ビジネス戦略学科の入学定員を２００名とする。  
附 則  
１ この学則は、平成１４年４月１日から実施する。ただし、平成１３年度以前の入
学者については、従前の学則を適用するものとする。  
２ 学則第３条の規定にかかわらず、平成１３年度までの経営学部ビジネス戦略学科
の入学定員を２００名とする。  

附 則  
この学則は、平成１５年４月１日から実施する。  
附 則  
この学則は、平成１６年４月１日から実施する。  
附 則  
この学則は、平成１６年１０月１日から実施する。  
附 則  
この学則は、平成１７年４月１日から実施する。  
附 則  
この学則は、平成１８年１月１日から実施する。  
附則 
この学則は、平成１８年４月１日から実施する。ただし、平成１７年度以前の入学者

については、従前の学則を適用するものとする。  
附則 
この学則は、平成１８年６月１日から実施する。  
附 則  
この学則は、平成１９年４月１日から実施する。  

  附 則 
 この学則は、平成２０年４月１日から実施する。 
附 則 
 この学則は、平成２１年４月１日から実施する。 
附 則 
 この学則は、平成２２年４月１日から実施する。 
 

 
 
別表第１（第 22条関係）学費  
                （単位 円） 
区 分 学  費 年 額 

入 学 料 

（入学年次のみ） 
260,000 

授 業 料 650,000 

施設設備費 220,000 

経済学部 

 

経営学部 

計 1,130,000 

 
ただし、平成 18年度以前の入学者については当該入学年次の学費を適用する。  
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別表第２ 削除
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別表第3(第26条関係)
1.経済学部　経済学科

基礎演習 4 1 4単位 金融論 4 2
情報リテラシーA 2 1 2単位 財政学 4 2
情報リテラシーB 2 1 経済政策 4 2
文章表現法 2 1 社会保障論 4 2
統計調査論 2 1 西洋経済史 4 2
ビジネスプレゼンテーション 2 2 日本経済史 4 2
データベース 2 2 労働経済論 2 2
岐阜地域研究 2 1 日本経済論 2 2
地域フィールドワーク 2 1 国際経済論 2 2
海外フィールドワーク 2 1 比較経済システム論 2 3
ボランティアA 2 1 国際金融論 2 3
ボランティアB 2 1 アメリカ地域研究 2 3
NPOコミュニティ論 2 1 ヨーロッパ地域研究 2 3
歴史学A 2 1 アジア地域研究 2 3
歴史学B 2 1 開発途上国研究 2 3
政治学 2 1 国際政治論 2 3
経済学 2 1 流通経済論 2 3
社会学 2 1 中小商業論 2 3
地理学A 2 1 証券市場論 2 3
地理学B 2 1 情報技術産業論 2 3
生物学 2 1 福祉住環境論 2 1
数学Ⅰ 2 1 コミュニティとソーシャルワークⅠ 2 1
数学Ⅱ 2 1 生活経済論 2 2
統計学 2 1 14単位 環境生態学 2 2
哲学 2 1 非営利事業論 2 2
倫理学 2 1 農業概論 2 2
宗教学 2 1 福祉工学 2 2
心理学 2 1 福祉情報ネットワーク論 2 3
教育学 2 1 社会福祉政策論 2 3
文化人類学 2 1 現代家族論 2 3
文学 2 1 食環境論 2 3
ジェンダー論 2 1 地域経済論 2 3
健康とスポーツ 2 1 社会政策 2 3
環境論 2 1 地方財政論 2 3
医学一般Ⅰ 2 1 循環型社会システム論 2 3
医学一般Ⅱ 2 1 社会地理学 2 3
介護概論Ⅰ 2 1 エコマネジメント論 2 3
リハビリテーション論 2 1 環境保全論 2 3
法学 2 1 流域環境論 2 3
日本国憲法 2 1 現代企業論 2 2
民法 2 1 経営管理論 2 2
商法 2 2 経営戦略論 2 2
労働法 2 2 経営組織論 2 2
経済法 2 2 マーケティング論 2 2
英語Ⅰ 2 1 2単位 販売管理論Ⅰ 2 2
ドイツ語Ⅰ 2 1 販売管理論Ⅱ 2 2
フランス語Ⅰ 2 1 2単位 スモールビジネス 2 3
中国語Ⅰ 2 1 　 ベンチャービジネス 2 3
英語Ⅱ 2 1 簿記Ⅰ 4 1
ドイツ語Ⅱ 2 1 2単位 簿記Ⅱ 4 1
フランス語Ⅱ 2 1 簿記Ⅲ 4 1
中国語Ⅱ 2 1 原価計算 4 2
オーラルコミュニケーション 2 2 企業会計 4 2
メディアコミュニケーション 2 2 演習Ⅰ 4 2
アメリカのことばと文化 2 2 演習Ⅱ 4 3 12単位
イギリスのことばと文化 2 2 4単位 演習Ⅲ 4 4
ヨーロッパのことばと文化 2 2 パソコン検定 1 1
中国のことばと文化 2 2 現代経済検定 1 1 2単位
日本のことばと文化 2 2 漢字検定 1 1 (備考2参照）

英語会話Ⅰ 4 1 キャリア形成Ⅰ 2 1
英語会話Ⅱ 4 1 キャリア形成Ⅱ 2 2
中国語会話Ⅰ 2 1 キャリア形成Ⅲ 2 3
中国語会話Ⅱ 2 1 キャリア形成Ⅳ 2 2
ロシア語会話Ⅰ 2 1 キャリア形成Ⅴ 2 3
ロシア語会話Ⅱ 2 1 インターンシップA 2 2 6単位
英語検定 4 1 インターンシップB 2 2 (備考3参照）

時事英語 2 1 インターンシップC 2 3
ビジネス英語 2 1 教職課程科目 ＊ 1
外書講読Ａ 2 3 社会福祉士課程科目 ＊ 1
外書講読Ｂ 2 3 資格自己研修 ＊ 1
海外語学研修 4 1 特殊講義Ａ 2 1
日本語Ⅰ 2 1 特殊講義Ｂ 2 1
日本語Ⅱ 2 1 10単位 情報特別講義Ａ 2 1
基礎英語Ⅰ 2 1 (備考１参照) 情報特別講義Ｂ 2 1
日本語コミュニケーションＡ 2 1 情報特別講義Ｃ 2 1
日本語コミュニケーションＢ 2 1 情報特別講義Ｄ 2 1
基礎英語Ⅱ 2 1 自由研究 2 1
体育実技Ａ 1 1 コンソーシアム特殊講義Ａ 2 1
体育実技Ｂ 1 1 コンソーシアム特殊講義Ｂ 2 1
経済と経済学の歩み 2 1 他学部・他学科科目 ＊ 1
経済原論 4 2 他大学科目 ＊ 1
マクロ経済学 4 2 　　8単位
ミクロ経済学 4 2
計量経済学 4 2
経済統計学 4 2 備考 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

４．＊の科目は、それぞれ複数科目を履修することができる。資格自己研
修に係る単位認定については、別に定める。

３．外国人留学生は、他分野の卒業必要単位数を超える修得単位をもって
「就職・資格取得支援科目」の卒業必要単位６単位とすることができる。

生
活
と
環
境
コ
ー

ス

企
業
と
経
営

自
由
科
目

１．外国人留学生については、「日本語Ⅰ･Ⅱ」「基礎英語Ⅰ」「日本語
コミュニケーションA・B」を「ことばと文化」群の卒業必要単位とする。
なお「基礎英語Ⅰ」にかえて「英語Ⅰ」「ドイツ語Ⅰ」「フランス語Ⅰ」
「中国語Ⅰ」を履修することができる。ただし母国語以外の語学に限る。

基礎教育科目20単位、ことばと文化　10単位、体育2単位、経済
と環境42単位、演習12単位、就職・資格取得支援科目8単位、全
体から30単位、合計124単位

２．「パソコン検定」「現代経済検定」「漢字検定」の科目は、別に定め
る検定試験に合格した場合に単位を認定する。なお外国人留学生について
は、日本留学試験または日本語能力試験の結果により、漢字検定の単位を
認定することができる。

経
済
と
環
境

共
通
科
目

経
済
と
環
境

簿
記
会
計

合計

就
職
・
資
格
取
得
支
援
科
目

演
習

国
際
社
会
と
日
本
コ
ー

ス

共
通
科
目

基
礎
教
育
科
目

22単位

卒業に必要な
単位数

卒業に必要な
単位数

区分 授業科目 単位区分 授業科目 単位
開講
年次

開講
年次

基
礎
科
目

ま

ち

づ

く

り

と

フ
ィ

ー

ル

ド

ワ
ー

ク

教
養
科
目

法
律
科
目

2単位
体
育

こ
と
ば
と
文
化

語
学

異
文
化

Ｌ
Ｓ
Ｐ

留
学
生

2コースの
うちいずれ
か1コース
16単位を
含め20単
位以上



 Ⅰ－51 
 

２．経済学部　臨床福祉コミュニティ学科

基礎演習 4 1 4単位 社会福祉政策論 2 3
情報リテラシーA 2 1 2単位 社会保障論Ⅰ 2 3
情報リテラシーB 2 1 社会保障論Ⅱ 2 3
文章表現法 2 1 福祉住環境論 2 1
統計調査論 2 1 生活経済論 2 2
ﾋﾞｼﾞﾈｽﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝ 2 2 労働経済論 2 2
データベース 2 2 地域経済論 2 3
岐阜地域研究 2 1 地方財政論 2 3
地域フィールドワーク 2 1 社会政策 2 3
海外フィールドワーク 2 1 循環型社会システム論 2 3
ボランティアA 2 1 福祉工学 2 2
ボランティアB 2 1 現代家族論 2 3
NPOコミュニティ論 2 1 福祉情報ネットワーク論 2 3
歴史学A 2 1 高齢者福祉論Ⅰ 2 2
歴史学B 2 1 障害者福祉論 2 2
政治学 2 1 社会調査 2 3
経済学 2 1 公的扶助論 2 2
社会学 2 1 児童福祉論 2 2
地理学A 2 1 保健医療サービス 2 2
地理学B 2 1 相談援助の理論と方法Ⅰ 2 2
生物学 2 1 相談援助の理論と方法Ⅱ 2 2
数学Ⅰ 2 1 ソーシャルワーク演習Ⅰ 2 2
数学Ⅱ 2 1 ソーシャルワーク演習Ⅱ 2 2
統計学 2 1 14単位 ソーシャルワーク演習Ⅲ 2 3
哲学 2 1 ソーシャルワーク演習Ⅳ 2 3
倫理学 2 1 ソーシャルワーク演習Ⅴ 2 4
宗教学 2 1 ソーシャルワーク演習Ⅵ 2 4
心理学 2 1 福祉行財政と福祉計画 2 3
教育学 2 1 就労支援と更生保護 2 3
文化人類学 2 1 権利擁護と成年後見 2 3
文学 2 1 保育実践論 2 3
ジェンダー論 2 1 高齢者福祉論Ⅱ 2 2
健康とスポーツ 2 1 介護概論Ⅱ 2 2
環境論 2 1 コミュニケーション技術Ⅰ 2 2
医学一般Ⅰ 2 1 コミュニケーション技術Ⅱ 2 2
医学一般Ⅱ 2 1 家政学概論 2 2
介護概論Ⅰ 2 1 老人・障害者の心理Ⅰ 2 2
リハビリテーション論 2 1 老人・障害者の心理Ⅱ 2 2
法学 2 1 認知症の理解Ⅰ 2 2
日本国憲法 2 1 認知症の理解Ⅱ 2 2
民法 2 1 障害の理解 2 2
商法 2 2 カウンセリング論 2 2
労働法 2 2 介護過程Ⅰ 2 1
経済法 2 2 介護過程Ⅱ 2 2
英語Ⅰ 2 1 2単位 介護過程Ⅲ 2 2
ドイツ語Ⅰ 2 1 介護過程Ⅳ 2 3
フランス語Ⅰ 2 1 2単位 レクリエーション活動援助法 2 3
中国語Ⅰ 2 1 　 簿記Ⅰ 4 1
英語Ⅱ 2 1 簿記Ⅱ 4 1
ドイツ語Ⅱ 2 1 簿記Ⅲ 4 1
フランス語Ⅱ 2 1 企業会計 4 2
中国語Ⅱ 2 1 演習Ⅰ 4 2
オーラルコミュニケーション 2 2 演習Ⅱ 4 3 12単位
メディアコミュニケーション 2 2 演習Ⅲ 4 4
アメリカのことばと文化 2 2 パソコン検定 1 1
イギリスのことばと文化 2 2 4単位 現代経済検定 1 1 2単位
ヨーロッパのことばと文化 2 2 漢字検定 1 1
中国のことばと文化 2 2 キャリア形成Ⅰ 2 1
日本のことばと文化 2 2 キャリア形成Ⅱ 2 2
英語会話Ⅰ 4 1 キャリア形成Ⅲ 2 3
英語会話Ⅱ 4 1 キャリア形成Ⅳ 2 2
中国語会話Ⅰ 2 1 キャリア形成Ⅴ 2 3
中国語会話Ⅱ 2 1 インターンシップA 2 2 6単位
ロシア語会話Ⅰ 2 1 インターンシップB 2 2 (備考2参照)

ロシア語会話Ⅱ 2 1 インターンシップC 2 3
英語検定 4 1 教職課程科目 ＊ 1
時事英語 2 1 社会福祉士課程科目 ＊ 1
ビジネス英語 2 1 介護福祉士課程科目 ＊ 1
外書講読Ａ 2 3 資格自己研修 ＊ 1
外書講読Ｂ 2 3 特殊講義A 2 1
海外語学研修 4 1 特殊講義B 2 1
日本語Ⅰ 2 1 情報特別講義A 2 1
日本語Ⅱ 2 1 10単位 情報特別講義B 2 1
基礎英語Ⅰ 2 1 (備考１参照) 情報特別講義C 2 1
日本語コミュニケーションＡ 2 1 情報特別講義D 2 1
日本語コミュニケーションＢ 2 1 自由研究 2 1
基礎英語Ⅱ 2 1 コンソーシアム特殊講義A 2 1
体育実技Ａ 1 1 コンソーシアム特殊講義B 2 1
体育実技Ｂ 1 1 他学部・他学科科目 ＊ 1
社会福祉原論Ⅰ 2 3 他大学科目 ＊ 1
社会福祉原論Ⅱ 2 3 4単位
相談援助の基盤と専門職 2 1
コミュニティとソーシャルワークⅠ 2 1
コミュニティとソーシャルワークⅡ 2 2
コミュニティとソーシャルワークⅢ 2 2 4単位
コミュニティとソーシャルワークⅣ 2 3

社

会

福

祉

の

原

理

地
域
と

福
祉

　
　
社
会
シ
ス
テ
ム

ソ
ー

シ
ャ
ル
ワ
ー

ク
実
践

ケ
ア
ワ
ー

ク
実
践

合計
基礎教育科目20単位、ことばと文化10単位、体育2単位、専門
教育科目42単位、演習12単位、就職・資格取得支援科目8単
位、全体から30単位、合計124単位

語
学

異
文
化

L
S
P

留
学
生

基
礎
科
目

ま

ち

づ

く

り

と

フ

ィ
ー

ル

ド

ワ
ー

ク

教
養
科
目

法
律
科
目

区分 授業科目 単位
開講
年次

卒業に必要な
単位数

2単位
体
育

2単位

専
門
教
育
科
目

専
門
教
育
科
目

区分

基
礎
教
育
科
目

演
習

こ
と
ば
と
文
化

卒業に必要な
単位数

簿
記
会
計

開講
年次

34単位

授業科目 単位

就
職
・
資
格
取
得
支
援
科
目

自
由
科
目
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備考

５．社会福祉士・介護福祉士の両課程所属者は「ソーシャルワーク演習
Ⅰ・Ⅱ」の修得を持って「演習Ⅰ」を修得したこととすることができる。
　社会福祉士・介護福祉士の両課程所属者は「ソーシャルワーク演習Ⅲ・
Ⅳ」の修得を持って「演習Ⅱ」を修得したこととすることができる。
　社会福祉士・介護福祉士の両課程所属者は「ソーシャルワーク演習Ⅴ・
Ⅵ」の修得を持って「演習Ⅲ」を修得したこととすることができる。

４．＊の科目は、それぞれ複数科目を履修することができる。資格自己
研修に係る単位認定については、別に定める。

１．外国人留学生については、「日本語Ⅰ･Ⅱ」「基礎英語Ⅰ」「日本語コミュニケー
ションA・B」を「ことばと文化」群の卒業必要単位とする。なお「基礎英語Ⅰ」にかえ
て「英語Ⅰ」「ドイツ語Ⅰ」「フランス語Ⅰ」「中国語Ⅰ」を履修することができる。ただ
し母国語以外の語学に限る。

２．「パソコン検定」「現代経済検定」「漢字検定」の科目は、別に定め
る検定試験に合格した場合に単位を認定する。なお外国人留学生について
は、日本留学試験または日本語能力試験の結果により、漢字検定の単位を
認定することができる。

３．外国人留学生は、他分野の卒業必要単位数を超える修得単位をもって
「就職・資格取得支援科目」の卒業必要単位６単位とすることができる。
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３．経営学部　情報メディア学科

基礎演習 4 1 4単位 簿記Ⅱ 4 1
情報リテラシーA 2 1 2単位 簿記Ⅲ 4 1
情報リテラシーB 2 1 企業会計 4 2
文章表現法 2 1 原価計算 4 2
統計調査論 2 1 経営財務論 2 2
ビジネスプレゼンテーション 2 2 販売管理論Ⅱ 2 2 　8単位 　　8単位 　　12単位
データベース 2 2 現代企業論 2 2
岐阜地域研究 2 1 経営組織論 2 2
地域フィールドワーク 2 1 企業経営の歴史 2 2
海外フィールドワーク 2 1 生産・流通情報システム 2 3
ボランティアA 2 1 人材育成論 2 3
ボランティアB 2 1 ベンチャービジネス 2 3
NPOコミュニティ論 2 1 スモールビジネス 2 3
歴史学A 2 1 コミュニティビジネス 2 3
歴史学B 2 1 国際経営論 2 3
政治学 2 1 情報管理応用 2 1
経済学 2 1 ビジネス表計算 2 2
社会学 2 1 データ分析Ⅰ 2 2
地理学A 2 1 データ分析Ⅱ 2 2
地理学B 2 1 シミュレーション論 2 3
生物学 2 1 情報技術産業論 2 3
数学Ⅰ 2 1 情報技術戦略論 2 3
数学Ⅱ 2 1 14単位 情報と社会 2 1
統計学 2 1 情報と職業 2 1 　12単位
哲学 2 1 アルゴリズムとデータ構造 2 1
倫理学 2 1 コンピュータシステム 2 2
宗教学 2 1 システム開発論 2 2
心理学 2 1 プログラミングⅠＡ 2 2
教育学 2 1 プログラミングⅠＢ 2 2 　　30単位
文化人類学 2 1 プログラミングⅡ 4 2
文学 2 1 情報システム設計 4 2
ジェンダー論 2 1 情報ネットワークの応用 2 2
健康とスポーツ 2 1 マルチメディア技術 2 2 　　12単位
環境論 2 1 ＣＧ編集Ⅰ 2 1
医学一般Ⅰ 2 1 ＣＧ編集Ⅱ 2 1
医学一般Ⅱ 2 1 ウェブ編集Ⅰ 2 2
介護概論Ⅰ 2 1 ウェブ編集Ⅱ 2 2
リハビリテーション論 2 1 音響映像編集 2 2
法学 2 1 デジタル音楽編集 2 2
日本国憲法 2 1 ファッションと色彩 2 1
民法 2 1 ファッションビジネス 2 2 　　8単位
商法 2 2 コミック･アニメ論 2 2
労働法 2 2 ゲームデザイン 2 2
経済法 2 2 ゲームのビジネスと論理 2 2
英語Ⅰ 2 1 2単位 広告論 2 2
ドイツ語Ⅰ 2 1 映像プロモーション論 2 2
フランス語Ⅰ 2 1 2単位 ナレーション技法 2 2
中国語Ⅰ 2 1 プレゼンテーション技法 2 3
英語Ⅱ 2 1 メディア商品演習Ⅰ 2 1
ドイツ語Ⅱ 2 1 2単位 メディア商品演習Ⅱ 2 2
フランス語Ⅱ 2 1 メディア商品演習Ⅲ 2 2
中国語Ⅱ 2 1 メディア商品演習Ⅳ 2 3
オーラルコミュニケーション 2 2 演習Ⅰ 4 2
メディアコミュニケーション 2 2 演習Ⅱ 4 3
アメリカのことばと文化 2 2 演習Ⅲ 4 4
イギリスのことばと文化 2 2 4単位 パソコン検定 1 1
ヨーロッパのことばと文化 2 2 現代経済検定 1 1
中国のことばと文化 2 2 漢字検定 1 1
日本のことばと文化 2 2 キャリア形成Ⅰ 2 1
英語会話Ⅰ 4 1 キャリア形成Ⅱ 2 2
英語会話Ⅱ 4 1 キャリア形成Ⅲ 2 3
中国語会話Ⅰ 2 1 キャリア形成Ⅳ 2 2
中国語会話Ⅱ 2 1 キャリア形成Ⅴ 2 3
ロシア語会話Ⅰ 2 1 インターンシップA 2 2
ロシア語会話Ⅱ 2 1 インターンシップB 2 2
英語検定 4 1 インターンシップC 2 3
時事英語 2 1 教職課程科目 ＊ 1
ビジネス英語 2 1 社会福祉士課程科目 ＊ 1
外書講読Ａ 2 3 資格自己研修 ＊ 1
外書講読Ｂ 2 3 特殊講義A 2 1
海外語学研修 4 1 特殊講義B 2 1
日本語Ⅰ 2 1 情報特別講義A 2 1
日本語Ⅱ 2 1 10単位 情報特別講義B 2 1
基礎英語Ⅰ 2 1 (備考１参照) 情報特別講義C 2 1
日本語コミュニケーションＡ 2 1 情報特別講義D 2 1
日本語コミュニケーションＢ 2 1 自由研究 2 1
基礎英語Ⅱ 2 1 コンソーシアム特殊講義A 2 1
体育実技Ａ 1 1 コンソーシアム特殊講義B 2 1
体育実技Ｂ 1 1 2単位 他学部・他学科科目 ＊ 1
経営学 2 1 2単位 他大学科目 ＊ 1
経営と環境 2 1
簿記Ⅰ 4 1
情報管理基礎 2 1
コンピュータ科学基礎 2 1 備考
製品デザインの基礎 2 1 10単位
現代産業論 2 2
経営戦略論 2 2
経営管理論 2 2
マ-ケティング論 2 2
販売管理論Ⅰ 2 2
情報ネットワークの基礎 2 2 ３．外国人留学生は、他分野の卒業必要単位数を超える修得単位をもって「就職・資格取得支援科目」の卒

業必要単位６単位とすることができる。

４．＊の科目は、それぞれ複数科目を履修することができる。資格自己研修に係る単位認定について
は、別に定める。
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目

開講
年次

卒業に必要な単位数単位
開講
年次

卒業に必要な
単位数

区分 授業科目 単位

情
報
技
術
コ
ー

ス

情
報
シ
ス
テ
ム

メ
デ
ィ
ア
制
作
コ
ー

ス

メ
デ
ィ
ア
商
品

メ
デ
ィ
ア
編
集

合計
基礎教育科目20単位、ことばと文化10単位、体育2単位、専門教育科目42単位、演習12単位、就
職・資格取得支援科目8単位、全体から30単位、合計124単位

１．外国人留学生については、「日本語Ⅰ･Ⅱ」「基礎英語Ⅰ」「日本語コミュニケーションA・B」を「ことばと文化」群の卒
業必要単位とする。なお「基礎英語Ⅰ」にかえて「英語Ⅰ」「ドイツ語Ⅰ」「フランス語Ⅰ」「中国語Ⅰ」を履修することがで
きる。ただし母国語以外の語学に限る。

２．「パソコン検定」「現代経済検定」「漢字検定」の科目は、別に定める検定試験に合格した場合に単位
を認定する。なお外国人留学生については、日本留学試験または日本語能力試験の結果により、漢字検定の
単位を認定することができる。

情
報
技
術
コ
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ス
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ィ
ア
制
作
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ス
商
品
開
発
・
販
売
コ
ー

ス
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４．経営学部　スポーツ経営学科

基礎演習 4 1 4単位 国際経済論 2 2
情報リテラシーA 2 1 2単位 人材育成論 2 3
情報リテラシーB 2 1 生産・流通情報システム 2 3
文章表現法 2 1 ベンチャービジネス 2 3
統計調査論 2 1 スモールビジネス 2 3
ビジネスプレゼンテーション 2 2 販売管理論Ⅰ 2 2
データベース 2 2 販売管理論Ⅱ 2 2
岐阜地域研究 2 1 コミュニティビジネス 2 3 14単位
地域フィールドワーク 2 1 国際経営論 2 3
海外フィールドワーク 2 1 地域経済論 2 3
ボランティアA 2 1 簿記Ⅱ 4 1
ボランティアB 2 1 簿記Ⅲ 4 1
NPOコミュニティ論 2 1 企業会計 4 2
歴史学A 2 1 原価計算 4 2
歴史学B 2 1 経営財務論 2 2
政治学 2 1 情報と社会 2 1
経済学 2 1 情報と職業 2 1
社会学 2 1 情報技術産業 2 3
地理学A 2 1 情報技術戦略 2 3
地理学B 2 1 スポーツ経営実務 2 1
生物学 2 1 スポーツマーケティング 2 2
数学Ⅰ 2 1 スポーツ産業論 2 2
数学Ⅱ 2 1 14単位 レジャー産業論 2 2
統計学 2 1 スポーツ社会学 2 2
哲学 2 1 スポーツクラブ経営論 2 3
倫理学 2 1 スポーツ行政 2 3
宗教学 2 1 体育経営管理学 2 3
心理学 2 1 生涯スポーツ論 2 1
教育学 2 1 スポーツ心理学 2 2 12単位
文化人類学 2 1 スポーツ史 2 2
文学 2 1 生理学・運動生理学 2 2
ジェンダー論 2 1 運動学・運動方法学 2 2
健康とスポーツ 2 1 スポーツ栄養学 2 2
環境論 2 1 レクリエーション演習 2 2
医学一般Ⅰ 2 1 トレーニング演習 2 3
医学一般Ⅱ 2 1 障害者スポーツ演習 2 3
介護概論Ⅰ 2 1 コーチング演習 2 3
リハビリテーション論 2 1 水泳 1 2
法学 2 1 器械運動 1 2
日本国憲法 2 1 陸上競技 1 2
民法 2 1 柔道 1 2
商法 2 2 バレーボール 1 2
労働法 2 2 バスケットボール 1 2 2単位
経済法 2 2 野外活動 1 2
英語Ⅰ 2 1 2単位 ダンス 1 2
ドイツ語Ⅰ 2 1 演習Ⅰ 4 2
フランス語Ⅰ 2 1 2単位 演習Ⅱ 4 3 12単位
中国語Ⅰ 2 1 演習Ⅲ 4 4
英語Ⅱ 2 1 パソコン検定 1 1
ドイツ語Ⅱ 2 1 2単位 現代経済検定 1 1 2単位
フランス語Ⅱ 2 1 漢字検定 1 1 (備考2参照)

中国語Ⅱ 2 1 キャリア形成Ⅰ 2 1
オーラルコミュニケーション 2 2 キャリア形成Ⅱ 2 2
メディアコミュニケーション 2 2 キャリア形成Ⅲ 2 3
アメリカのことばと文化 2 2 キャリア形成Ⅳ 2 2
イギリスのことばと文化 2 2 4単位 キャリア形成Ⅴ 2 3
ヨーロッパのことばと文化 2 2 インターンシップA 2 2 6単位
中国のことばと文化 2 2 インターンシップB 2 2 (備考3参照)

日本のことばと文化 2 2 インターンシップC 2 3
英語会話Ⅰ 4 1 教職課程科目 ＊ 1
英語会話Ⅱ 4 1 社会福祉士課程科目 ＊ 1
中国語会話Ⅰ 2 1 資格自己研修 ＊ 1
中国語会話Ⅱ 2 1 特殊講義Ａ 2 1
ロシア語会話Ⅰ 2 1 特殊講義Ｂ 2 1
ロシア語会話Ⅱ 2 1 情報特別講義Ａ 2 1
英語検定 4 1 情報特別講義Ｂ 2 1
時事英語 2 1 情報特別講義Ｃ 2 1
ビジネス英語 2 1 情報特別講義Ｄ 2 1
外書講読Ａ 2 3 自由研究 2 1
外書講読Ｂ 2 3 コンソーシアム特殊講義Ａ 2 1
海外語学研修 4 1 コンソーシアム特殊講義Ｂ 2 1
日本語Ⅰ 2 1 他学部・他学科科目 ＊ 1
日本語Ⅱ 2 1 10単位 他大学科目 ＊ 1
基礎英語Ⅰ 2 1 (備考１参照)

日本語コミュニケーションＡ 2 1
日本語コミュニケーションＢ 2 1
基礎英語Ⅱ 2 1
体育実技Ａ 1 1 備考
体育実技Ｂ 1 1 2単位
経営学 2 1
スポーツ原論 2 1 6単位
スポーツ経営論 2 1
経営と環境 2 1
簿記Ⅰ 4 1
現代産業論 2 2
経営戦略論 2 2 8単位
経営管理論 2 2
マ－ケティング論 2 2
地域スポーツ論 2 1
コーチング論 2 1
現代企業論 2 2
経営組織論 2 2
企業経営の歴史 2 2
日本経済論 2 2

自
由
科
目

就
職
・
資
格
取
得
支
援
科
目

４．＊の科目は、それぞれ複数科目を履修することができる。資格
自己研修に係る単位認定については、別に定める。

３．外国人留学生は、他分野の卒業必要単位数を超える修得単位を
もって「就職・資格取得支援科目」の卒業必要単位６単位とするこ
とができる。

２．「パソコン検定」「現代経済検定」「漢字検定」の科目は、別
に定める検定試験に合格した場合に単位を認定する。なお外国人留
学生については、日本留学試験または日本語能力試験の結果によ
り、漢字検定の単位を認定することができる。

１．外国人留学生については、「日本語Ⅰ･Ⅱ」「基礎英語Ⅰ」「日
本語コミュニケーションA・B」を「ことばと文化」群の卒業必要単
位とする。なお「基礎英語Ⅰ」にかえて「英語Ⅰ」「ドイツ語Ⅰ」
「フランス語Ⅰ」「中国語Ⅰ」を履修することができる。ただし母
国語以外の語学に限る。

合計
基礎教育科目２２単位、ことばと文化１０単位、体育２単位、専門教
育科目４２単位、演習１２単位、就職・資格取得支援科目６単位、全
体から３０単位、合計１２４単位

卒業に必要な　
　単位数

単位
開講
年次

区分 授業科目 区分
開講
年次

単位 授業科目
卒業に必要な
　単位数
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別表第４(第 28条関係) 
  教育職員免許状取得のための授業科目 

区分 授業科目 単位数

日本史Ａ 2 

日本史Ｂ 2 

外国史Ａ 2 

外国史Ｂ 2 

自然地理学 2 

地誌Ａ 2 

地誌Ｂ 2 

職業指導 4 

衛生学・公衆衛生学 2 

教
科
に
関
す
る
科
目 

学校保健 2 

教職総論 2 

教育原理 2 

教育制度論 2 

学習・発達論 2 

教育課程論 2 

地理歴史科教育法Ⅰ 2 

地理歴史科教育法Ⅱ 2 

公民科教育法Ⅰ 2 

公民科教育法Ⅱ 2 

商業科教育法Ⅰ 2 

商業科教育法Ⅱ 2 

情報科教育法Ⅰ 2 

情報科教育法Ⅱ 2 

福祉科教育法Ⅰ 2 

福祉科教育法Ⅱ 2 

保健体育科教育法Ⅰ 2 

保健体育科教育法Ⅱ 2 

保健体育科教育法Ⅲ 2 

保健体育科教育法Ⅳ 2 

道徳教育の研究 2 

特別活動の研究 2 

教育方法論 2 

生徒指導の研究 2 

教育相談 2 

教職総合演習 2 

教育実習・教育実習の研究Ⅰ 3 

教育実習・教育実習の研究Ⅱ 2 

教職実践演習 2 

教職特別講座Ａ 2 

教職特別講座Ｂ 2 

教職特別講座Ｃ 2 

教
職
に
関
す
る
科
目 

教職特別講座Ｄ 2 
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別表第５（第２８条の２関係）社会福祉士の受験資格を得るための授業科目

単位数 開講年次 備考

＊ 社会福祉原論Ⅰ 2 3

＊ 社会福祉原論Ⅱ 2 3

＊ 高齢者福祉論Ⅰ 2 2

＊ 障害者福祉論 2 2

＊ 児童福祉論 2 2

＊ 社会保障論Ⅰ 2 3

＊ 社会保障論Ⅱ 2 3

＊ 公的扶助論 2 2

＊ コミュニテイとソーシャルワークⅠ 2 1

＊ コミュニテイとソーシャルワークⅡ 2 2

＊ コミュニテイとソーシャルワークⅢ 2 2

＊ 社会調査 2 3

＊ 相談援助の基盤と専門職 2 1

＊ 相談援助の理論と方法Ⅰ 2 2

＊ 相談援助の理論と方法Ⅱ 2 2

＊ ソーシャルワーク演習Ⅰ 2 2

＊ ソーシャルワーク演習Ⅱ 2 2

＊ ソーシャルワーク演習Ⅲ 2 3

＊ ソーシャルワーク演習Ⅳ 2 3

＊ ソーシャルワーク演習Ⅴ 2 4

＊ ソーシャルワーク演習Ⅵ 2 4

ソーシャルワーク実習Ⅰ 2 3

ソーシャルワーク実習Ⅱ 3 4

ソーシャルワーク実習指導Ⅰ 2 2

ソーシャルワーク実習指導Ⅱ 2 3

ソーシャルワーク実習指導Ⅲ 2 4

＊ 心理学 2 1

＊ 社会学 2 1

＊ 医学一般Ⅰ 2 1

＊ 福祉行財政と福祉計画 2 3

＊ コミュニテイとソーシャルワークⅣ 2 3

＊ 保健医療サービス 2 2

＊ 就労支援と更生保護 2 3

＊ 権利擁護と成年後見 2 3

＊＊ 社会福祉特別講座A 2 3

＊＊ 社会福祉特別講座B 2 3

＊＊ 社会福祉特別講座C 2 4

＊＊ 社会福祉特別講座D 2 4

＊印の授業科目は経済学部臨床福祉コミュニティ学科で開講。

＊＊印の授業科目は選択科目。

授業科目



 Ⅰ－57 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

別表第６(第２８条の3関係)　介護福祉士の受験資格を得るための授業科目

単位数 開講年次 備考
＊ 社会福祉原論Ⅰ 2 3
＊ 相談援助の基盤と専門職 2 1
＊ 社会保障論Ⅰ 2 3
＊ コミュニティとソーシャルワークⅠ 2 1
＊ 生物学 2 1
＊ 統計学 2 1
＊ 社会学 2 1
＊ 法学 2 1
＊ 政治学 2 1
＊ 経済学 2 1
＊ 日本国憲法 2 1
＊ 労働経済論 2 2
＊ 教育学 2 1
＊ 日本のことばと文化 2 2
＊ 基礎演習 4 1
＊ キャリア形成Ⅰ 2 1
＊ 社会保障論Ⅱ 2 3
＊ 介護概論Ⅰ 2 1
＊ 介護概論Ⅱ 2 2
＊ リハビリテーション論 2 1
＊ 高齢者福祉論Ⅰ 2 2
＊ 高齢者福祉論Ⅱ 2 2
＊ コミュニティとソーシャルワークⅣ 2 3
＊ コミュニケーション技術Ⅰ 2 2
＊ コミュニケーション技術Ⅱ 2 2

家政学実習 2 3
介護技術演習Ⅰ 2 1
介護技術演習Ⅱ 2 1
介護技術演習Ⅲ 2 2
介護技術演習Ⅳ 2 2
介護技術演習Ⅴ 2 2
形態別介護技術Ⅰ 2 1
形態別介護技術Ⅱ 2 2
形態別介護技術Ⅲ 2 2
形態別介護技術Ⅳ 2 2

＊ 介護過程Ⅰ 2 1
＊ 介護過程Ⅱ 2 2
＊ 介護過程Ⅲ 2 2
＊ 介護過程Ⅳ 2 3
＊ 家政学概論 2 2

介護実習指導Ⅰ 2 2
介護実習指導Ⅱ 2 2
介護実習指導Ⅲ 2 3
介護実習指導Ⅳ 2 3
介護実習Ⅰ 2 2
介護実習Ⅱ 4 2
介護実習Ⅲ 4 3

＊ 老人・障害者の心理Ⅰ 2 2
＊ 老人・障害者の心理Ⅱ 2 2
＊ 認知症の理解Ⅰ 2 2
＊ 認知症の理解Ⅱ 2 2
＊ 障害者福祉論 2 2
＊ 障害の理解 2 2
＊ 医学一般Ⅰ 2 1
＊ 医学一般Ⅱ 2 1
＊ 心理学 2 1
＊ カウンセリング論 2 2
＊＊ 介護福祉特別講座A 2 3
＊＊ 介護福祉特別講座B 2 3
＊＊ 介護福祉特別講座C 2 4
＊＊ 介護福祉特別講座D 2 4

＊印の授業科目は経済学部臨床福祉コミュニティ学科で開講。

＊＊印の授業科目は選択科目。

科目名

8単位を
選択



 Ⅰ－58 
 

 

科目名 単位
開講
年次

科目名 単位
開講
年次

基礎演習 4 1 情報リテラシーA 2 1

地域フィールドワーク 2 1 情報リテラシーB 2 1

インターンシップA 2 2 統計調査論 2 1

NPOコミュニティ論 2 1 データベース 2 2

非営利事業論 2 2 キャリア形成Ⅰ 2 1

ﾋﾞｼﾞﾈｽﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝ 2 2 キャリア形成Ⅱ 2 2

海外フィールドワーク 2 1 キャリア形成Ⅲ 2 3

体育実技Ａ 1 1 キャリア形成Ⅳ 2 2

体育実技Ｂ 1 1 キャリア形成Ⅴ 2 3

スポーツ原論 2 1 英語Ⅰ 2 1

ボランティアA 2 1 ドイツ語Ⅰ 2 1

ボランティアB 2 1 フランス語Ⅰ 2 1

ｺﾐｭﾆﾃｲとｿｰｼｬﾙﾜｰｸⅠ 2 2 中国語Ⅰ 2 1

歴史学A 2 1 英語Ⅱ 2 1

歴史学B 2 1 ドイツ語Ⅱ 2 1

政治学 2 1 フランス語Ⅱ 2 1

経済学 2 1 中国語Ⅱ 2 1

社会学 2 1 英語会話Ⅰ 4 1

地理学A 2 1 英語会話Ⅱ 4 1

地理学B 2 1 ビジネス英語 2 1

生物学 2 1 海外語学研修 4 1

数学Ⅰ 2 1 パソコン検定 1 1

数学Ⅱ 2 1 現代経済検定 1 1

統計学 2 1 漢字検定 1 1

哲学 2 1 現代企業論 2 2

倫理学 2 1 経営管理論 2 2

宗教学 2 1 経営戦略論 2 2

心理学 2 1 経営組織論 2 2

教育学 2 1 マーケティング論 2 2

文化人類学 2 1 販売管理論Ⅰ 2 2

文学 2 1 販売管理論Ⅱ 2 2

ジェンダー論 2 1 スモールビジネス 2 3

健康とスポーツ 2 1 ベンチャービジネス 2 3

環境論 2 1 簿記Ⅰ 4 1
医学一般Ⅰ 2 1 簿記Ⅱ 4 1
医学一般Ⅱ 2 1 簿記Ⅲ 4 1
介護概論Ⅰ 2 1 原価計算 4 2

リハビリテーション論 2 1 企業会計 4 2
法学 2 1 演習Ⅰ 4 2

日本国憲法 2 1 演習Ⅱ 4 3

民法 2 1 演習Ⅲ 4 4

商法 2 2 経済原論 4 2

労働法 2 2 マクロ経済学 4 2

経済法 2 2 ミクロ経済学 4 2

オーラルコミュニケーション 2 2 経済と経済学の歩み 2 1

メディアコミュニケーション 2 2 計量経済学 4 2
アメリカのことばと文化 2 2 経済統計学 4 2
イギリスのことばと文化 2 2 金融論 4 2
ヨーロッパのことばと文化 2 2 財政学 4 2
中国のことばと文化 2 2 経済政策 4 2
日本のことばと文化 2 2 社会保障論 4 2
文章表現法 2 1 西洋経済史 4 2
岐阜地域研究 2 1 日本経済史 4 2
中国語会話Ⅰ 2 1 労働経済論 2 2
中国語会話Ⅱ 2 1 日本経済論 2 2
ロシア語会話Ⅰ 2 1 国際経済論 2 2
ロシア語会話Ⅱ 2 1 比較経済システム論 2 3
英語検定 4 1 国際金融論 2 3
時事英語 2 1 アメリカ地域研究 2 3
外書講読Ａ 2 3 ヨーロッパ地域研究 2 3
外書講読B 2 3 アジア地域研究 2 3
インターンシップB 2 2 開発途上国研究 2 3
インターンシップC 2 2 国際政治論 2 3
教職課程科目 2 3 流通経済論 2 3
資格自己研修 * 1 中小商業論 2 3
特殊講義A 2 1 証券市場論 2 3
特殊講義B 2 1 情報技術産業論 2 3
情報特別講義A 2 1 福祉住環境論 2 1
情報特別講義B 2 1 ｺﾐｭﾆﾃｨとｿｰｼｬﾙﾜｰｸⅠ 2 1
情報特別講義C 2 1 生活経済論 2 2
情報特別講義D 2 1 環境生態学 2 2
自由研究 2 1 農業概論 2 2
コンソーシアム特殊講義A 2 1 福祉工学 2 2
コンソーシアム特殊講義B 2 1 福祉情報ネットワーク論 2 2
他学部・他学科科目 * 1 社会福祉政策論 2 2
他大学科目 * 1 現代家族論 2 3

食環境論 2 3
地域経済論 2 3
社会政策 2 3
地方財政論 2 3
循環型社会システム論 2 3
社会地理学 2 3
エコマネジメント論 2 3
環境保全論 2 3
流域環境論 2 3
地域企業研究Ⅰ 2 2
地域企業研究Ⅱ 2 2
地域企業研究Ⅲ 2 2
地域企業研究Ⅳ 2 2
地域企業研究Ⅴ 2 2
地域企業研究Ⅵ 2 2
地域企業研究演習（通年） 2 3
地域企業研究インターンシップ 2 3

合計 １３６単位
備考　「*1」または「*2」のいずれか。

2単位
2単位

経済学の基礎を
学ぶ科目

経済学を発展的
に学ぶ科目

地域企業を学ぶ

20単位

16単位
　*1

8単位

経
済
学
・
経
営
学
の
専
門
的
知
識
を
髙
め
る

別表第7（第28条の4関係）　経済学部経済学科企業人育成課程

４単位

６単位

2単位

情報処理能力を
養う科目

ビ
ジ
ネ
ス
基
礎
力

検定科目

ビジネスマナー
を学ぶ科目

語学力を養う科
目

４単位

２単位

８単位

４単位

企業経営を学ぶ
科目

８単位

４単位

４単位

２単位

演習

４単位

企
業
人
基
礎
力
を
高
め
る

４単位

４単位

10単位

４単位

自由科目

教養を深める科
目

異文化理解のた
めの科目

16単位
　*2

区分

人間関係・チー
ムワークを高める

科目

修了要件

１単位

１単位

４単位

積極性・発想力・
自己表現力を養

う科目

企
業
人
基
礎
力

４単位

4単位

２単位

２単位

２単位

区分 修了要件

８単位

２単位


